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東京都地域住宅等整備計画（復興基本方針関連（全国防災））

Ａ１　基幹事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

A1 住宅 一般 東京都 直接 東京都 地域住宅計画に基づく事業 耐震改修事業・既存エレベーターの改修 34,568

合計 34,568

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

0

0

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

C1 住宅 一般 東京都 直接 東京都 公営住宅整備推進にかかる調査等 耐震改修事業 6,100
合計 6,100

番号 一体的に実施することにより期待される効果 備考

その他関連する事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度）
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

東京都

備考

事業実施期間（年度）
県・市町村名

全体事業費
（百万円）

備考

備考
全体事業費
（百万円）

全体事業費
（百万円）

百万円Ａ' B'百万円 （C＋C’）／（（A＋A’）＋（B＋B’）＋（C＋C’））C'

要素となる事業名(事業箇所） 事業内容・規模等

種別等事業者

要素となる事業名

0百万円 6,100
効果促進事業費の割合
Ｃ/（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

34,568 百万円 百万円Ｂ 15%

番号

県・市町村名事業者

事業内容

事業内容

備考
全体事業費
（百万円）

事業内容・規模等事業者 要素となる事業名(事業箇所）

百万円

全体事業費 百万円Ａ

番号 事業者

40,668

交付対象事業

合　　　計
（　A　+　B　+　C　）

Ｃ

一体的に実施することにより期待される効果

要素となる事業名

番号

種別等番号

-

『地震発生時の被害の軽減を図るため住宅・建築物の耐震化を促進し、安心で安全な住まい・まちづくりを目指す。』

―

定量的指標の定義及び算定式

備考

定量的指標の現況値及び目標値

当初
現況値

（H22年度末）

90%―

※中間目標は任意

計画の成果目標（定量的指標）

・東京都内の公営住宅における耐震化率
・東京都内の公営住宅における地震対策が行われたエレベーターの割合

最終
目標値

（H27末）

33% 100%

公営住宅管理状況及び事業実施状況をもとに算出する。

（公営住宅の耐震化率）＝（耐震性が確認又は確保された公営住宅戸数）／（公営住宅戸数）（％）
※公営住宅戸数は除却予定が明確なものを除く。

公営住宅管理状況及び事業実施状況をもとに算出する。
（公営住宅のエレベーターの地震対策実施率）
　　　＝（地震対策が行われた公営住宅のエレベーター数）／（公営住宅のエレベーター数）（％）
※エレベーターの地震対策：停電時自動着床装置の設置         ※エレベーターの耐用年数等により完全リニューアルが予定されている基数を除外する。

―

中間
目標値

平成 24 年 7 月 17 日社会資本総合整備計画

計画の目標

計画の期間 東京都平成23年度～平成27年度（5年間） 交付対象

 計画の名称


